佐賀市の
高齢者福祉事業について

03e198 中尾紀美

· はじめに

現在日本の平均寿命は年々増加の一途をたどりつつあり、65歳以上の高齢者人口は、過去最高の2,560万人となり、総人口に占める割合も20.04％と、初めて20％を超えた。総人口は、平成17年10月1日現在1億2,776万人となり、前年（1億2,778万人：推計人口の遡及補正後）に比べて2万人減少（△0.02％）し、戦後では初めてマイナスに転じていることからも日本は確実に超高齢社会へと近づいている。
　　
高齢社会には様々な問題がある。その大きな問題は要介護問題であり、年金問題であり、それらは政府で様々な対策がとられつつある。
しかし他の問題ではどうだろうか。
高齢になると例え介護が必要という状況でない場合でも視力の低下，平衡感覚の低下を始めとする身体的機能の低下により日常生活で不便な点は多く出てくる。
また、家庭内での仕事や役割がなく単純な生活を送っていると運動機能が低下しやすくなり要介護状態に陥る危険もある。今後高齢社会の進む事を考えても高齢者の就職支援、やりがい作りなどの手助けが必要だ。

高齢者側だけでなく、介護疲れを始めとする介護を行う家族の心のケアも必要になってくる。

高齢社会は日本全体の問題である。しかしこれらの問題に関して、高齢者一人一人への状況を把握できる小単位でのケアが必要であり、今後福祉事業の民間企業委託を行っていくとしても、高齢者の収入面の圧迫を防ぐ点においてその基盤を作ることが必要であると考えられる。

以上の事から、このような課題を実行とする機関として市町村単位での福祉事業が重要視すべきであり、地方行政で積極的に取り組むべき課題だと言える。
佐賀県は高齢化率30%を超え、総人口10万人当たりの全国高齢者比率では9位、65歳以上人口10万人当たりの全国高齢者比率では10位という全国から見ても高齢化の進んだ県である。
このことに着目し、佐賀市で現在行われている福祉事業に視点を絞り現状を踏まえた上で今後行っていくべき事業を考察していこうと思う。

· 現在行っている佐賀市の福祉事業
　まず最初に現在佐賀市で行われている福祉事業を調べ、要介護者に対する事業と、介護を必要としない高齢者に対する事業を分けてみる。
　以下は、これらを要介護者に対する事業と、介護を必要としない高齢者に対する事業に分けた図である。

	対象者
	要介護者適用のみ
	高齢者全体

	在宅生活支援
	相談窓口
	相談窓口

	
	配食サービス
	配食サービス

	
	寝具洗濯乾燥消毒サービス
	寝具洗濯乾燥消毒サービス

	
	生活支援サービス(生活支援員派遣）
	生活支援サービス(生活支援員派遣）

	
	軽度生活援助事業
	軽度生活援助事業

	
	福祉電話の貸与
	生きがいデイサービス

	
	家族介護教室
	福祉電話の貸与

	
	緊急通報装置の貸与
	家族介護教室

	
	愛の一声運動
	愛の一声運動

	
	高齢者ふれあいサロン
	高齢者ふれあいサロン

	
	ふれあいの集い
	ふれあいの集い

	
	シルバーハウジング
	シルバーハウジング

	
	住宅改良補助
	ワンコイン・シルバーパス券

	
	紙おむつ支給
	

	
	徘徊高齢者家族支援サービス
	

	施設
	養護老人ホーム
	老人福祉センター・老人憩の家

	
	軽費老人ホーム


	ケアハウス

	
	グループホーム(痴呆対応型共同生活介護)


	

	
	介護療養型医療施設
	

	教養・生きがい活動
	
	平松老人大学

	
	
	巨勢シルバーカレッジ

	
	
	金立いこいの家文化講座

	
	
	高齢者趣味の作品展

	
	
	高齢者スポーツ大会

	
	
	シルバー人材センター


上記から、高齢者対策が大きな課題となっている佐賀市が思いのほか様々な取り組みを行っていることが読み取れる。

　高齢者福祉サービスの基本とも言える高齢者の生活を身体面において補助するものから、生きがいづくり、話し相手になるなど、精神面のケアを含むサービスまでと、介護のレベル、状況に合わせた福祉サービスを展開しているのだ。
　行事などを通し、高齢者同士の接する機会を作る事や高齢者に対する福祉だけでなく、高齢者(特に自宅で介護を行っている)世帯むけに、介護をする家族への福祉サービスなどといった家族介護サービス事業も、個々人が自らの生活を自らの責任で営むことは基本でありそのことは高齢者においても同じことがいえるようになると考えられる超高齢社会を意識した福祉システムだと言える。
　
　

　
· 佐賀市における高齢介護の現状

　では、こういった様々な福祉サービスのある佐賀市の高齢者はどのようにこの福祉サービスを見ているのだろうか。　
佐賀市は平成13年8月1日に、高齢者要望等実態調査を行っている。この調査を元に

高齢介護で今何が問題となっており、何を改善していくべきか考える。
1. 日常生活について

日常生活で困ったことについて、12.5％の高齢者が「ある」と答えている。男女別、前期・後期高齢者別で比較すると、男性より女性、前期高齢者より後期高齢者の人が「困ったことがある」と答えた割合が高くなっており、また、高齢者のみの世帯、一人暮らし世帯になるごとに、「困ったことがある」割合は高くなっている傾向が見られる。
　以下が、その表である。
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外出の頻度に関しては、外出をほぼ毎日する人が全体の41.4％を占めており、また年齢が高くなると外出の頻度は少なくなっている。
　外出の際の交通手段についても、年齢が高くなるにつれて、車や自転車、バイクといった乗り物から、徒歩やバスでの移動へと移行している。
佐賀市の福祉サービスの中のワンコイン・シルバーパス券はこの後期高齢者に大きな利便性があるものだと言えるが、高齢者以外の利用頻度が少ない事から市営バスの本数が減らされているという別の問題が挙げられている。
2.住まいについて

　住宅で困っている点として、段差、手すり、家の老朽化等多くあげられており、虚弱高齢者になるとその割合は高くなっている。また、介護保険の認定を受けて在宅で生活している高齢者のうち約３割の高齢者は、住宅改修の意向を持っている。また、改修したい点として、手すりの取り付け、段差解消が多くあがっている。
　ここで、一つ疑問点となるのは住宅改修の意向を持っている要介護認定者が住宅改良補助のサービスを受けていないのである。高齢者の負担がゼロでないとはいえ、高齢者が求めている福祉サービスがあるにも関わらず、それが困った点としてあげられることは矛盾を感じずにはいられない。
3.就労について

前期高齢者の就業率は、後期高齢者に比べて高くなっており、３割近くを占めている。また、高齢者全体では４人に１人が仕事をしている。佐賀は比較的に第一次産業の農業者が多い土地柄であるためこの結果となったといえる。
また使わなくなった農地を貸し出し、その代わりに生活に困らない程度の農作物の一部を受け取る高齢者もいる事から就労に関して問題性や不安感を持つ高齢者は少ない。
佐賀広域シルバー人材センターの会員数、契約件数は年々増加しているものの知っているが登録したことがない高齢者が約８割いる事もそれが原因であると考えられる。
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4.生きがいづくりについて

生きがいとしてやっていること、また、今後やってみたいことでの回答で、「趣味の活動」が一番多く、生涯学習の推進などが必要と考えられる。

これは上記にもあるように金銭面での不安が比較的少ないことが繁栄されているように思う。
また、佐賀市の中心街以外では「老人会」といった組合が現存しており、高齢者同士のコミュニティの場を作っているものの、中心街ではそれらが希薄となっており社交の場としての意識も働いているように考えられる。
· 佐賀市の福祉事業の改善案

　上記のように現在の佐賀市の福祉事業を調べると、想像以上にサービスは多いことが分った。
福祉事業の種類が充実しているということは、要介護認定の高齢者だけでなく健康体の高齢者を対象としたものまで幅広いサービスを行うことができるということである。
しかし、高齢介護の現状で挙げたように日常生活において困った事があると答えた高齢者の人数は1人暮らしの世帯で28.7%と３割近くに及んでいるのである。

満足なサービスを提供する行政と、それを満足に受けないまま日常生活に支障が出てきている高齢者。

この行政と高齢者の間にある差は何であるだろうか。
結論から言えば、これらの情報がきちんと高齢者側に伝えられていない事が原因の一つであると考えられる。
福祉事業を調べるにあたり、祖父母に佐賀市での福祉サービスについて聞いてみたことがある。
結果返ってきたのは「知らなかった」という答えだった。祖父母が健康体で、これといって困った点がない事も影響しているであろうが「知らなかった」という答えは、多くの高齢者にも該当するのではないかと考えた。
佐賀市の高齢者福祉サービスの記載に関して、佐賀市はホームページや市役所、「ほほえみ館」などの福祉施設を主としていて、様々なサービスの情報をそれらで知る事が出来る。

　高齢者以外にも家族のいる世帯であればそれらの情報を知るのはそう難しいことではないだろう。

　しかし、多くの高齢者にとってパソコンを使いそれらを知ることは困難であり、また足腰が弱りだした高齢者にとって市の中心地へ行くことも大変だというのが現状である。
佐賀市は、自家用車での移動が多い県である。それは買い物をする場所が市の中心地ではなく、地方に散らばっていることが原因であると考えられる。
高齢者の外出の頻度に関して外出をほぼ毎日する人が全体の41.4％を占めているものの年齢が高くなると外出の頻度は少なくなっている。また外出の際の交通手段についても、年齢が高くなるにつれて、車や自転車、バイクといった乗り物から、徒歩やバスでの移動へと移行している。
　この交通手段に対し佐賀市は、市営バス乗車券購入の助成を行っている。これは、佐賀市在住の75歳以上を対象に佐賀市交通局が販売している「ワンコイン・シルバーパス券」の購入費の一部を助成するというものである。このサービスは確かに高齢者に比較的浸透しているサービスである。しかしその一方高齢者以外の乗車数の減少から、特にそれを必要とする地方の高齢者の元へ行く市営バスの本数が少ないという問題も発生している。
　よって高齢者の高齢者サービスを知る手段は市報などの限られたものになってしまうのであり、その市報に関しても高齢者サービスの詳細は記入されていないことからせっかく設けられたサービスを知ることなく過ごしてしまっているのである。
　　今後大きな経済成長が望めないという成熟した超高齢社会の日本において、個々人が自らの生活を自らの責任で営むことは基本でありそのことは高齢者においても同じことがいえるようになると考えられる。
それに伴い行政が行う福祉事業も高齢者全ての生活を支えるのではなく、生活上の様々な問題が生じ個人や家庭の努力だけでは解決しないような場合に、社会全体で支える、自助・共助・公助のバランスのとれた福祉システムの構築をとっていくだろう。

しかし現状のままである限りシステムが進化しようとそれを最も必要としている高齢者が情報を知ることができないただシステムの箱物と化すのではないだろうか。
これは、佐賀市に限らず全国的な問題であるように思う。
今このシステムにおいて最も取り入れるべきは様々な援助サービスではない。

高齢者向けの情報をまとめた本を各家に市報のような形で配布する、または市の中心地だけでなく町町内の公民館のような比較的交通の不便なく行くことができる場所でもサービスの受付を行うことができるようにするといったような、高齢者に知らせるための情報公開手段を構築していくことが今佐賀市に欠けている福祉事業であり、重要視すべき課題であると考える。

　【参考】
　佐賀市役所ホームページ(図表抜粋)

　http://www.city.saga.lg.jp/
　高齢者福祉早分かりガイド
　http://www.wam.go.jp/ca40/ca40b20.html
　WELFARE2000～全国自治体高齢者介護情報

　http://www.ensuisha.co.jp/welfare/
　平成18年版　高齢社会白書

　http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2006/zenbun/html/i1110000.html
